
【参考】田原市広告取扱要綱抜粋（第８条関係） 

（広告掲載の対象等） 

第８条 市長は、広告が次の各号に掲げるもののいずれかを内容とし、又は内容の一部

を含むものであるときは、当該広告を広告掲載の対象としてはならない。 

(1) 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

(2) 公の秩序若しくは善良な風俗に反するもの又はそのおそれのあるもの 

(3) 基本的人権を侵害するもの又はそのおそれがあるもの 

(4) 政治性又は宗教性のあるもの 

(5) 特定の主義又は主張に当たるもの（意見広告を含む。） 

(6) 事実と異なるもの 

(7) 虚偽であるもの又は誤認させるおそれがあるもの 

(8) 責任の所在が不明確であるもの 

(9) 内容が不明確であるもの 

(10) 個人の氏名を広告するもの 

(11) 比較広告 

(12) 懸賞広告及びクーポン付きの広告 

(13) 前各号に掲げるもののほか、広告掲載の対象とすることが適当でないと市長が 

認めるもの 

２ 市長は、広告が次に掲げる業種又は事業者に係るものであるときは、当該広告を広

告掲載の対象としてはならない。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条に該当するもの又はこれに類似するものに係る業種又は事業者 

(2) 消費者金融及び高利貸しに係る業種又は事業者 

(3) たばこに係る業種又は事業者 

(4) ギャンブル（宝くじを除く。）に係る業種又は事業者 

(5) 法令等に定めのない医療に類似する行為に係る業種又は事業者 

(6) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続又は会社更生法（平 

成１４年法律第１５４号）による再生手続中の事業者 

(7) 社会上の問題となっているものに係る業種又は事業者 

(8) 市税等の滞納がある事業者 

(9) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第 

２条第２号に規定する暴力団員が役員又は経営者である事業者 

(10) 前各号に掲げるもののほか、広告掲載の対象とすることが適当でない業種又は 

事業者 

３ 第１項各号に掲げる内容に係る基準及び業種ごとの基準等は、必要に応じ別に定め

る。
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